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1. 序 

制振架構では鉄骨梁は曲げモーメントに加えて，ダ

ンパーから変動軸力を受ける。文献1)では，この変動

軸力を交番繰り返し軸力としてモデル化し，繰り返し

載荷実験及び有限要素解析により座屈性状を解明して

いる。交番繰り返し軸力下では，引張軸力作用時に圧

縮側となるフランジでは座屈変形が引き延ばされ，従

来の無軸力や一定圧縮軸力下の場合とは座屈性状が異

なることから，梁の保有性能（最大耐力比・塑性変形

能力）も変動する。 
その一方で，文献1)では，片持梁形式の結果により

評価式を構築してきたが，実構造物における梁の性状

は，柱やガセットプレートなどの周辺部材との相互作

用により決定される。文献2)のダンパー量算定法（応

答指定型設計法）では，構造物の変形量を規定するこ

とから，周辺部材による拘束を考慮して，所定の層間

変形角における梁の状態を把握することが求められる。 
そこで，本研究では，文献2)のモデルストラクチャ

に対して応答指定型設計法によりダンパーを設計し，

種々の地震動に対する応答を把握する。さらに，鉄骨

梁－鉄骨柱－ダンパーからなる制振構面を取り出し，

より実構造物に近い条件における梁の力学挙動を精査

する。最終的に，確認された応力伝達機構及び周辺部

材の拘束効果に基づき，鉄骨梁の塑性変形能力評価法

を確立する。なお，本研究では，ダンパーとして座屈

拘束ブレースを対象とする。 
 
2. モデルストラクチャの地震応答性状 

2.1 モデルストラクチャに対するダンパー量算定 

図1に文献2)のテーマストラクチャを示す。梁及び

柱の断面の例は表1，2の通りである。梁及び柱の降伏

応力は325 N/mm2，ヤング係数は2.05×105 N/mm2とし，

完全弾塑性履歴を与えている。ダンパーは図2の応答

指定型設計に基づき設計する。図 2(a)の変位応答スペ

クトルは文献3)の設計用スペクトルでGround Type C
とし，地動加速度 agは 3.0 m/s2とした。重要度係数I
は1.0 (Class II)，1.2 (Class III)，1.4 (Class IV)の3条件と

する。 
設計条件は目標層間変形角t と設計用地動加速度

Iagの組み合わせにより，1) t = 1/120 rad×Iag = 3.0 
m/s2, 2) t = 1/150 rad×Iag = 3.0 m/s2, 3) t = 1/200 rad×

Iag = 3.0 m/s2, 4) t = 1/200 rad×Iag = 3.6 m/s2, and 5) t = 
1/200 rad×Iag = 4.2 m/s2のように設定する。 
固有値解析より求めたモデルストラクチャの固有

周期（0.764秒）より，図2(a)の変位応答スペクトルを

用いて応答変形角を求め，目標層間変形角までの低

減率Rd (=t/)を求める。図2(b)の性能曲線において，

ダンパー塑性率の設計値を4として，性能曲線の凸部

でダンパー量を設計する。モデルストラクチャの層剛

性 Kfi，各設計条件におけるダンパー軸剛性 Kai・降伏

軸力Faiの算定値は表3のように整理される。 
2.2 モデルストラクチャに対する静的増分解析 
前節で構築したモデルストラクチャに対する静的

増分解析を行う。外力分布はCQC法により求め，1～
3 次モードを組み合わせる。このとき，外力算定用の

加速度応答スペクトルは，文献3)のGround Type Cの

条件により与えることとする。 
図 3(a), (b)に，それぞれラーメン骨組，制振骨組

（t=1/200 rad, Iag=3.0 m/s2）に対する静的増分解析結

果を示す。ここで，縦軸は層せん断力Qi/W，横軸は層

間変形角i/hi である。〇プロットは，梁端ヒンジ形成

時を示している。さらに，1層層間変形角が1/100 rad，
1/50 rad到達時の層間変形角分布を破線で示している。 
図3(a)のラーメン骨組では，1層階高が大きいため1

層のせん断剛性が，2層のせん断剛性に対して小さい。

また，梁ヒンジは層間変形角2/h2=0.0057 rad に最初に

生じる。さらに，下層に変形が集中する soft story 
mechanismも確認できる。 
一方で，図 3(b)の制振骨組では，上記の soft story 

 
 (a) 伏図  (b) Y2構面軸組図 

図1 解析骨組例 
 表1 柱断面 表2 梁断面 
階 C1  階 G1 
R 550 × 200 × 9 × 16  4 400 × 400 × 16 
4 550 × 250 × 9 × 19  3 450 × 450 × 19 
3 600 × 250 × 12 × 22  2 450 × 450 × 22 
2 650 × 250 × 12 × 25  1 500 × 500 × 22 
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mechanismは，目標層間変形角1/200 rad まで生じてい

ない。梁の塑性ヒンジ形成は，図 3(a)のラーメン骨組

に比べて，小さな変形角で生じているが，これは制振

構造では，梁は軸力と曲げモーメントの組み合わせ応

力を受けるためである。塑性ヒンジ形成後は，下層に

変形が集中するが，2/h2 = 1/50 radにおいてもラーメン

骨組より緩和されている。 
2.3 モデルストラクチャに対する地震応答解析 
本章で設計した制振骨組に対して地震応答解析を

行う。硬化則は移動硬化とし，粘性減衰をRayleigh型
で 1 次と 2 次の減衰定数を 2%とする。地震動は，直

下型地震動と海溝型地震動を含むものとし，EL Centro 
1940，Taft 1952，Hachinohe 1968，Kobe 1995，Tohoku 2011
で，いずれも NS 方向記録を用いる。地震動は最大加

速度で規準化し，3.0 m/s2，5.0 m/s2，7.5 m/s2，10.0 m/s2，

15.0 m/s2の5条件とする。 
対象とする梁は，静的増分解析において，最初に塑

性ヒンジが形成される，Y2 通りにおける X4-X5 構面

のX5側2層とする。 
図 4 に地震応答解析結果を示す。(a)はベースシア，

(b)は梁塑性率，(c)は梁軸力を示し

ている。プロットは地震応答解析

結果の最大値を抽出している。ま

た，各条件の静的増分解析の結果

を併記している。 
図 4(a)において，地震応答解析

結果は，2/h2=1/100 rad 程度まで静

的増分解析結果と精度良く対応し

ている。しかし，変形がより大き

くなると，部材の塑性化が顕著と

なるため，静的増分解析との乖離

が大きくなる。 
図 4(b)の梁塑性率は，ダンパー

設計条件の影響をほとんど受けない。また，梁ヒンジ

形成時の変形角もほぼ同様である。地震応答解析結果

は，静的増分解析結果と概ね対応しているが，大変形

となると静的解析結果を上限として分布する。 
図 4(c)の梁軸力については，静的増分解析では，ダ

ンパー降伏時までは線形で増大し，その後頭打ちとな

る。しかし，Y2構面の梁降伏後は，梁の軸剛性が低下

するため，他構面に軸力が伝達され梁軸力が低下する。

しかし，地震応答解析では，梁降伏後も梁軸力が増大

する。梁降伏後は構面間の振動特性が変動し，理想的

な軸力再配分が生じない。そのため，静的増分解析に

対して異なる傾向となったと考えられる。 

(a) ベースシア－層間変形角 (b) 梁塑性率 (c) 梁軸力 
図4 地震応答解析結果 
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表3 ダンパー設計値（単位：Kfi, Kai: [kN/mm]，Fai: [kN]） 
t 1/120 rad 1/150 rad 1/200 rad 1/200 rad 1/200 rad 
Iag 3.0 m/s2 3.0 m/s2 3.0 m/s2 3.6 m/s2 4.2 m/s2 

階 Kfi Kai Fai Kai Fai Kai Fai Kai Fai Kai Fai 
R 194.5 — — — — — — 90.0 450.2 249.2 1246.0 
4 249.2 — — 2.8 18.6 186.2 936.9 378.8 1906.0 631.1 3175.1 
3 323.1 — — 32.2 216.1 275.2 1384.7 530.4 2668.6 864.6 4349.8 
2 211.8 198.5 2252.6 270.2 2555.8 475.2 3371.1 690.5 4898.1 972.4 6897.6 
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ている。しかし，変形がより大き

くなると，部材の塑性化が顕著と

なるため，静的増分解析との乖離

が大きくなる。 
図 4(b)の梁塑性率は，ダンパー

設計条件の影響をほとんど受けない。また，梁ヒンジ

形成時の変形角もほぼ同様である。地震応答解析結果

は，静的増分解析結果と概ね対応しているが，大変形

となると静的解析結果を上限として分布する。 
図 4(c)の梁軸力については，静的増分解析では，ダ

ンパー降伏時までは線形で増大し，その後頭打ちとな

る。しかし，Y2構面の梁降伏後は，梁の軸剛性が低下

するため，他構面に軸力が伝達され梁軸力が低下する。

しかし，地震応答解析では，梁降伏後も梁軸力が増大

する。梁降伏後は構面間の振動特性が変動し，理想的

な軸力再配分が生じない。そのため，静的増分解析に

対して異なる傾向となったと考えられる。 
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表3 ダンパー設計値（単位：Kfi, Kai: [kN/mm]，Fai: [kN]） 
t 1/120 rad 1/150 rad 1/200 rad 1/200 rad 1/200 rad 
Iag 3.0 m/s2 3.0 m/s2 3.0 m/s2 3.6 m/s2 4.2 m/s2 

階 Kfi Kai Fai Kai Fai Kai Fai Kai Fai Kai Fai 
R 194.5 — — — — — — 90.0 450.2 249.2 1246.0 
4 249.2 — — 2.8 18.6 186.2 936.9 378.8 1906.0 631.1 3175.1 
3 323.1 — — 32.2 216.1 275.2 1384.7 530.4 2668.6 864.6 4349.8 
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本解析範囲内において，梁作用軸力は最大で梁降伏

軸力の25%程度となる。梁断面は通常梁せいが高いこ

とからウェブ幅厚比が大きくなる。そのため，保有性

能は軸力の影響を受けやすい。一方で，ダンパーに設

計時に想定したエネルギー吸収性能を発揮させるため

には座屈不安定現象を防ぐ必要がある。以上より，制

振構面における梁の性状を解明する必要性が示される。 
 
3. 制振構面部分架構に対する有限要素解析 

3.1制振構面部分架構に対する有限要素解析概要 

本章では，文献4)の実験結果を基に，制振構面部分

架構の有限要素解析モデルを構築する。解析モデル形

状は，図 5 の通りで，制振構面の 1/4 を取り出してい

る。解析モデルは4節点シェル要素により構成され，

梁とダンパー，柱とダンパーがコネクタ要素により連

結されている。載荷履歴は層間変形角により制御し，

振幅は=1/800 rad, 1/400 rad, 1/200 rad, 1/100 rad, 1/67 
rad, 1/50 rad, and 1/33 radで，各サイクル2回ずつ行う。 
解析モデルは，4節点シェル要素により構成される。

材料履歴構成則は，複合硬化則により与えることとし，

別途繰り返し材料試験を行い，複合硬化変数を同定す

る。試験片形状は，ASTM-E606 に準拠し載荷履歴は

一定振幅（公称歪1.6%）及び正負漸増載荷（振幅増分

0.2%），ランダム振幅（SAC2000-Near Faultの履歴を圧

縮歪最大値を0.8%に基準化）として，繰り返し応力に

よる等方硬化量や，バウシンガー効果による降伏応力

の低減を再現する。 
図6にキャリブレーション結果を示す。(a)は全体架

構（ダンパー＋鉄骨架構），(b)はダンパー，(c)は鉄骨

架構について示したものである。解析結果は，

軟化部や耐力劣化域も含めて，実験結果にお

ける繰り返し挙動を精度よく追随できている。 
また，図5に併記するように，梁の局部座

屈はモーメント最大点ではなく，ガセットプ

レート溶接部近傍で生じている。また，ガセ

ットプレート溶接部の曲げ剛性が相対的に大

きくなるため，梁の曲げ変形はガセットプレ

ート溶接部以外で増大する。前述の通り，応

答指定型設計では層間変形角を規定するが，

制振構造では，ラーメン骨組に比べて梁の曲

げ変形が集中することから，梁の周辺部材に

よる拘束を考慮する必要がある。 
図7にダンパー軸力によるフランジ軸歪分

布を示す。軸力による歪は，歪の解析値から

曲げによる歪相当分を減じて求めている。な

お，梁が弾性範囲となる=1/400 radを検討対

象とする。(a)が正曲げ（梁引張軸力），(b)が負曲げ（梁

圧縮軸力）の結果である。 
図7より，梁軸力方向に対応する歪は下フランジで

得られており，軸力は主として下フランジに伝達され

ている。さらに，上フランジでは，偏心の影響で，逆

方向の歪が生じている。 
3.2制振構面の梁の保有性能評価式の構築 

前節の解析モデルについて，梁断面・ダンパー軸

力・載荷履歴に関するパラメトリックスタディを行う。

表4に解析モデル一覧を示す。地震動を模擬した載荷

履歴は，前章の地震応答解析結果より得られた，層間

変形角の時刻歴波形を変位制御で与えている。 
文献1)では，交番繰り返し軸力を受ける梁の保有性

能評価指標として修正WF (WF’)が提案されている。な

お，無軸力時にはWF’は，文献5)のWFと一致する。 
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各記号については，文献1)を参照されたい。図8に
得られた保有性能をWF’で整理した結果を示す。また，

図8には文献1)の保有性能評価式を併記している。WF’
は作用軸力の影響をウェブ幅厚比に反映しているが，

図7で確認された通り軸力は主として下フランジに伝

達される。そのため，WF’で整理した場合にはプロッ

トのばらつきが大きく，また塑性変形能力については，

文献1)の評価式が過度に安全側となる。 
そこで，本研究では，作用軸力の影響をフランジ・

ウェブ幅厚比に反映した WF/(1-n)を提案する。図 9 に

WF/(1-n)により保有性能を評価した結果を示す。図 8
に比べて，プロットのばらつきが低減されており，提

案した指標の妥当性が示されている。以上を踏まえ，

本研究では保有性能評価式を以下のように提案する。 
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図9に提案式を併記しているが，解析結果を精度よ

く評価できている。 
 
4. 結 

1) モデルストラクチャに対して異なる設計条件を用

いてダンパーを設計した結果，梁作用軸力が梁降伏

軸力の25%以上となることを示した。 

2) 制振構面におけるダンパー軸力は，主として下フラ

ンジに伝達される。そのため，下フランジでの局部

座屈が生じやすくなる。 

3) 提案した評価指標・評価式により，制振構面におけ

る鉄骨梁の保有性能を精度よく評価できる。 
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表4 パラメトリックスタディ解析モデル 
 (a) 梁断面 (b) ダンパー (c) 載荷履歴 

No. 梁断面 [mm] WF  
シリーズ ダンパー  

載荷履歴 
H × B × tw × tf  t Iag  

1 650 × 250 × 9 × 16 0.85  

H-650 
シリーズ 

1/120 rad 
1/150 rad 
1/200 rad 
1/200 rad 
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3.0 m/s2 
3.0 m/s2 
3.0 m/s2 
3.6 m/s2 
4.2 m/s2 

 EL Centro 1940 
Taft 1952 

Hachinohe 1968 
Kobe 1995 

Tohoku 2011 

2 650 × 250 × 9 × 19 0.82   
3 650 × 250 × 12 × 19 0.65   
4 650 × 250 × 12 × 25 0.60   
5 500 × 250 × 12 × 22 0.53   
6 500 × 250 × 9 × 22 0.72   正負漸増 
7 500 × 250 × 9 × 16 0.72  
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12 500 × 250 × 11 × 19 0.59   
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